	総務委員会会議録要旨

	開会日
	平成２７年３月１１日（水）午前１０時００分

	閉会日
	平成２７年３月１１日（水）午前１１時５０分

	場所
	長久手市役所西庁舎　第７・８会議室

	出席委員
	委員長　　加藤　武

副委員長　　吉田ひでき

委員　　伊藤祐司　　川合保生　　正木祥豊

水野竹芳

	欠員
	な　し

	会議事件のため出席した者の職氏名
	市長　　　　　　　吉田一平　
行政経営部長　　　松井豊明　  

経営管理課長　　　高木昭信　　課長補佐　　　　門前　健

行政経営部次長兼人事課長　三浦 肇

課長補佐　　　　　高崎祥一郎　人事係長 　　　 正林直己

情報課長　　　　　横地賢一

総務部長　　　　　水野正志　　
総務部次長兼財政課長　中西直起
行政課長　　　　　青山　均　　課長補佐　　　　山本一裕
財政課財政係長　　井上隆雄
たつせがある課長　吉田弘美　　主任専門員　　　粕谷庸介

地域協働係長　　　名久井洋一　
環境課長　　　　　福岡隆也　　課長補佐　　　　林　元美

環境係長　　　　　児玉　剛

産業緑地課長　　　福岡智浩　

福祉部次長兼福祉課長　清水　修　

課長補佐　　　　　河瀬浩司

子育て支援課長　　山端剛史　　課長補佐　　　　水野真樹
保険医療課長　　　矢野正彦
土木課長　　　　　川本晋司　

都市計画課長　　　水野　泰

区画整理課長　　　加藤英之　　　

消防長　　　　　　水野　悟    消防次長　　　　寺島一裕

消防本部総務課長  加藤龍寿　　主幹　　　　　　井上博光
教育部長　　　　　川本　忠
教育総務課長　　　角谷俊卓　　課長補佐　　　　飯島　淳　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　３５人

	職務のため出席した者の職氏名
	副議長　　　　　　木村さゆり

議会事務局長　　　野田和裕　　 主任　　　　　中川暁敬

	会議録
	別紙のとおり


別紙

委員長　　　　開会宣言


議案第１０号

財政課長　　　議案第１０号　平成２６年度長久手市一般会計補正予算（第５号）について説明

水野委員　　　繰越明許費となる件数が多く、以前より増加しているようだが、職員のマンパワーが不足しているのではないか。
財政課長　　　繰越明許となった理由としては、入札の不調や工程の再調整などが原因である。なお、職員数は一貫して増えており、地方自治法で認められた繰越明許の制度により翌年度へ繰り越される各事業については、現状の職員体制で執行できるものと考えている。
質疑及び意見を終了
討論

反対討論　なし

賛成討論　なし

議案第１０号　平成２６年度長久手市一般会計補正予算（第５号）について説明は、全員が賛成。

議案第１０号は、原案のとおり可決

議案第３号

財政課長　　　議案第３号　平成２７年度長久手市土地取得特別会計予算について説明

質疑及び意見は特になく終了
討論

反対討論　なし

賛成討論　なし

議案第３号　平成２７年度長久手市土地取得特別会計予算については、全員が賛成。

議案第３号は、原案のとおり可決

議案第２２号

行政課長　　　議案第２２号　長久手市行政手続条例の一部を改正する条例について説明

質疑及び意見は特になく終了

討論

反対討論　なし

賛成討論　なし

議案第２２号　長久手市行政手続条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。

議案第２２号は、原案のとおり可決
議案第３０号

総務課長　　　議案第３０号　長久手市使用料及び手数料条例の一部を改正する条例について説明

質疑及び意見は特になく終了　

討論

反対討論　なし

賛成討論　なし

議案第３０号　長久手市使用料及び手数料条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。

議案第３０号は、原案のとおり可決

議案第１６号

人事課長　　　議案第１６号　長久手市教育長の勤務時間その他の勤務条件に関する条例の制定について説明

水野委員　　　現状を追認すればよいということか。

人事課長　　　現制度の教育長は特別職と一般職の身分を有しているが、新制度では一般職の身分を失い特別職となることに伴い、改正法で職務専念義務が課されるため、それに関する条項が入っている。
川合委員　　　職務専念義務免除が新たに設定されたのは、どのような要因か。
人事課長　　　先ほどの説明のとおり、改正法で教育長には引き続き職務専念義務が課されるため、この条例で職務専念義務免除の項を設定した。
質疑及び意見を終了　

討論

反対討論　なし

賛成討論　なし
議案第１６号　長久手市教育長の勤務時間その他の勤務条件に関する条例の制定については、全員が賛成。

議案第１６号は、原案のとおり可決

議案第１７号

人事課長　　　議案第１７号　長久手市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例について説明
正木委員　　　今回、地域手当が増額されるが、財政悪化の際などは職員の給与は最も早くカットされてしまう。今回の改正による６,２５０万円の歳出増をどのように考えているか。
人事課長　　　地域手当は段階的に引き上げるため、すぐに６,２５０万円の歳出増となるわけではない。また、昇級を１号抑制することや通勤手当が減額されることで歳出減の側面もある。
正木委員　　　民間の大企業の景気は良くなってきているが、中小企業では、あまり景気回復の恩恵を受けていないように聞いている。今回の地域手当の増額について、市民から苦情を言われないよう各職員が責任を持って公務を遂行して欲しい。

人事課長　　　責任をもって公務を行っていきたい。
吉田委員　　　通勤手当は減額されるのみか。
人事課長　　　自動車等による通勤距離が２０ｋｍ未満の場合は減額となり、２０ｋｍ以上の場合は増額となるが、当市の場合、ほとんどの職員は通勤距離が２０ｋｍ未満であるため、通勤手当は減額となる。

吉田委員　　　職員は納得するか。

人事課長　　　近隣市を調べてみたが、ほとんどの市が人事院勧告に従っているため、職員には納得をしてもらうようにお願いしていく。
水野委員　　　いつも人事院勧告に基づく対応を取っているか。

人事課長　　　人事院勧告に基づき対応している。

伊藤委員　　　地域手当は近隣で横並びか。

人事課長　　　瀬戸市及び尾張旭市は６％。豊明市は１５％で日進市が１６％と近隣でも異なっている。
伊藤委員　　　なぜ本市は１０％としたのか。
人事課長　　　人事院勧告に伴い総務省から各市町村の地域手当が公表されるため、その数値に合わせることとしている。

伊藤委員　　　近隣市との調整は行っていないのか。

人事課長　　　人事院勧告に則しているため、特に近隣市との調整は行っていない。
川合委員　　　当市職員の単身赴任の状況はどのようか。

人事課長　　　単身赴任手当は、厚生労働省関係の派遣に関するものが２人、東北の被災地への派遣が１人、計３人分である。
質疑及び意見を終了　

討論

反対討論　なし

賛成討論　なし
議案第１７号　長久手市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例については、全員が賛成。

議案第１７号は、原案のとおり可決

議案第１８号

人事課長　　　議案第１８号　長久手市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例について説明

質疑及び意見は特になく終了　

討論

反対討論　なし

賛成討論　なし

議案第１８号　長久手市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。

議案第１８号は、原案のとおり可決
委員長　　　　この際、暫時休憩とする。

午前１１時０５分休憩
　　　　　　　
午前１１時１５分再開
委員長　　　　休憩前に引続き会議を再開する。

議案第１９号

人事課長　　　議案第１９号　長久手市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例について説明

質疑及び意見は特になく終了　

討論

反対討論　なし

賛成討論　なし

議案第１９号　長久手市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。

議案第１９号は、原案のとおり可決
議案第２０号

人事課長　　　議案第２０号　長久手市特別職報酬等審議会条例の一部を改正する条例について説明

吉田委員　　　審議対象が増えるのであれば、審議会の開催回数が増えるのか。
人事課長　　　審議対象が増えたことによって、直接、開催回数へ影響が出るとは考えていない。

吉田委員　　　十分な審議を行うために、ある程度会議の開催回数が必要ではないか。

人事課長　　　審議に必要であれば、それに応じた回数の会議を開催する。
質疑及び意見を終了　

討論

反対討論　なし

賛成討論　なし

議案第２０号　長久手市特別職報酬等審議会条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。

議案第２０号は、原案のとおり可決
議案第２１号

人事課長　　　議案第２１号　長久手市教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例を廃止する条例について説明

川合委員　　　今回の法改正により教育長が市長の下に位置するようになってしまうように見える。その中で、教育委員会の独自性は担保されるのか。
教育総務課長　今回の法改正により教育長の任命権者は市長となるが、市長と教育委員会の立場が対等であることは法律で担保されている。
川合委員　　　市長は教育委員会に対して意見ができるようになるのか。

教育総務課長　市長と教育委員会による「総合教育会議」という協議の場が設置されるので、市長はそこで意見を述べることはできるが、裁決を行う場ではない。また、教育委員会自体は残るため、独自性は担保されると考えている。
質疑及び意見を終了　

討論

反対討論　なし

賛成討論　なし

議案第２１号　長久手市教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例を廃止する条例については、全員が賛成。

議案第２１号は、原案のとおり可決

議案第３１号

経営管理課長　議案第３１号　愛知高速交通株式会社に対する出資について説明

正木委員　　　本会議でも指摘したが、リニモの赤字補填は全額愛知県が行うとのことであった。本市の愛知高速交通に対する予算措置は総額で５６億円程度にまで膨らむ見込みであるが、予算措置に見合う県有地の提供などを愛知県へ求めてはどうか。
経営管理課長　愛知県が損失補償する契約に基づき責任を負うことは認識している。また、本日の委員会でそのような意見があった旨、愛知県に伝えておく。
川合委員　　　先般、愛知高速交通の社員による横領事件があったが、当時の経営幹部はそのような事件を未然に防げなかった。新たな経営幹部は、きちんとした経営感覚を持った人選が行われると聞いているが、その目安はどのようか。
経営管理課長　愛知高速交通社員による横領事件は結審したため、今後愛知高速交通から加害者及び名鉄に対し求償を行っていくことになると思われる。また、この事件を受けて愛知高速交通はコンプライアンス研修を実施するようになったほか、沿線自治体はじめ主要株主においては、より強固な経営管理チェック体制を構築していく。なお、愛知高速交通では現在、専任で内部留保状況をチェックできる人材を経営幹部として招くべく、探しているところである。
川合委員　　　今回のＤＥＳ化も１５億円と多額の費用であり、これまでリニモに投資した公費があれば庁舎の建て替えなど、多くの公共事業を実施できる。執行部はそのことを十分に意識し、愛知県からそれに見合う補助金を獲得するなどの努力をするよう要望する。
水野委員　　　今回のＤＥＳ化で経営が安定するのか。早期に配当を出すようにするためには、減資が必要ではないか。
経営管理課長　今回の経営支援により直ちに経営が安定化するわけではないが、資金の目途はつく。今後も引き続き沿線開発や利便性向上の施策、利用促進の取り組みに関する支援を行い、地域インフラとして守り立てていきたい。
加藤委員　　　以前の資料でリニモの市民利用率が３割となっていたが、本当に３割も市民が乗っているのか。
経営管理課長　平成２４年に実施した調査結果では、市民の利用率は平日３割３分、休日は４割程度であった。

加藤委員　　　調査方法はどのようか。
経営管理課長補佐　

愛知高速交通及び調査会社が、特定日の全利用者に乗降駅を調査するアンケートを配布した。回答の中で市内の駅から乗車したケースを「市民利用者」と定義したところ、先ほどの結果を得た。

加藤委員　　　３、４年程度前に聞いた話では１割５分程度だったかと思うがどうか。
経営管理課長　１割５分という数値は、執行部から提供していないと思われる。
質疑及び意見を終了　

討論

反対討論　なし

賛成討論　
正木委員　　　リニモは、本市にとって大切な資源である。今後は街の活性化に資する経営を期待する。
反対討論　なし

賛成討論　なし

議案第３１号　愛知高速交通株式会社に対する出資については、全員が賛成。

議案第３１号は、原案のとおり可決
委員長　　　　次に、閉会中の継続調査について諮る。
　　　　　　　継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査することを委員長が提案する。
　　　　　　　異議なしのため継続調査とし、継続調査申出事件一覧表を委員長から
議長に申し出ることで全委員了承する。
　　　　　　　委員長報告は委員長と副委員長への一任を確認

　　　　　　

委員長　　　　閉会宣言

　午前１１時５０分　終了

以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。

平成２７年３月１１日

総務委員会委員長　　加藤　武
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